
○ 今回の補正予算は、国の「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」を踏まえ、物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金などを活用した物価高への対応や、防災・減災、国土強靱化など県民の安心・安全の確保に向けた経費を予算化。

○ 具体的には、学校給食の食材価格高騰分への助成やLPガス利用者の負担軽減に向けた支援のほか、医療機関、社会福祉施設等の光

熱費等への支援を進めるとともに、畜産農家の配合飼料購入費など農林水産業者への支援や、交通・貨物運送事業者の事業継続に向

けた経費などを予算化。

○ また、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に対応した道路・河川など各種の公共事業費を計上するとともに、中小企業

等の販路開拓への助成やＴＰＰ対策としての大区画ほ場整備などに要する経費を予算化。

Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,145,284 1,049,072 38,902 1,087,973 ▲5.0% 

震災対応分 24,800 18,009 18,009 ▲27.4% 

特別会計 443,830 451,438 451,438 1.7%

震災対応分 2,911 4,242 4,242 45.7%

準公営企業会計 6,655 2,684 2,684 ▲59.7% 

震災対応分 97 100 100 3.3%

公営企業会計 38,663 41,782 328 42,110 8.9%

震災対応分 42 28 28 ▲33.0% 

合計(総会計) 1,634,432 1,544,975 39,230 1,584,205 ▲3.1% 

震災対応分 27,850 22,379 22,379 ▲19.6% 

令和5年度
12月現計予算額

A

令和6年度予算額

令和６年度 １２月補正予算（第４号）案の概要
令和６年１２月
宮 城 県

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。 1



○園芸農業原油価格高騰対策費１７１,０００園芸推進課
園芸農家に対する光熱費等のかかり増し経費や出荷用資材購入費への助成

○種子生産物価高騰対策費２４,０００みやぎ米推進課
種子生産農家に対する生産資材購入費等ヘの助成

○畜産生産資材価格高騰対策費１,４０３,４８１（319,000） 畜産課
畜産農家に対する配合飼料購入費や酪農家に対する光熱動力費への助成

○土地改良区原油価格高騰対策費１８０,０００農村整備課

土地改良区に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○遠洋漁業燃油価格高騰対策費３８,４００水産業振興課

遠洋漁船に対する燃油価格高騰に伴う国外給油費への助成

○養殖業物価高騰対策費２３,４００（22,000） 水産業基盤整備課

養殖業の出荷用資材購入費ヘの助成

○特用林産施設燃油価格高騰対策費１１,４８３林業振興課
特用林産施設に対する燃油価格高騰に伴う生産資材費のかかり増し経費等への助

成

○交通事業者等支援費３１４,９００地域交通政策課

乗合バス、タクシー、自動車運転代行等の各事業者に対する事業継続への支援

○地域ポイント等導入支援費３６５,０００（314,000）富県宮城推進室

地域ポイント「みやぎポイント」の発行による小売店等への支援

○貨物運送事業者支援費６８０,０００商工金融課
貨物運送事業者に対する事業継続への支援

（１）生活者支援
○私立学校給食食材価格高騰対策費４０,０００私学・公益法人課

保護者負担の軽減に向けた私立学校の給食食材価格高騰分への助成

○県立学校給食食材価格高騰対策費１５,０００保健体育安全課
保護者負担の軽減に向けた県立学校の給食食材価格高騰分への助成

○高等学校等修学支援費(物価高騰対策分) １６,５００
私学・公益法人課、高校財務・就学支援室

低所得世帯を対象とした高校生等奨学給付金への上乗せ給付

○ＬＰガス料金負担軽減支援費９２６,０００消防課
ＬＰガス料金を値引きする販売事業者等への助成

（２）事業者支援
○私立学校原油価格高騰対策費１３０,０００私学・公益法人課

私立幼稚園等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○医療機関等物価高騰対策費７４８,０００医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○社会福祉施設等物価高騰対策費４４７,３００長寿社会政策課ほか
高齢者施設、障害福祉施設、児童福祉施設等に対する光熱費等のかかり増し経費

への助成

○農産物共同利用施設等原油価格高騰対策費１４２,５６９
みやぎ米推進課、園芸推進課

農産物共同利用施設等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

物価高の克服１

Ⅲ 主な事業
単位：千円、（ ）：既決予算額

拡充

拡充

新規
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○防災・減災、国土強靱化対策費２６,３２５,１９６
農村整備課、水産業基盤整備課、道路課、河川課ほか

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

・県営農道整備費 １２６,０００ 農山漁村なりわい課
・用排水施設等整備費 ６６７,９７０

農山漁村なりわい課、農村整備課
・防災重点ため池緊急対策費 ３９０,７８０ 農村整備課
・農地整備費 ４６４,１３０ 農村整備課
・特定漁港漁場整備費 ８０３,４００ 水産業基盤整備課
・海岸保全施設整備費 ８０,０００ 水産業基盤整備課
・水産物供給基盤機能保全費 １,８１９,４５０ 水産業基盤整備課
・水産生産基盤整備費 １２５,０００ 水産業基盤整備課
・森林管理道整備費 ６５,６５２ 林業振興課
・山地治山事業費 ２６８,３８０ 森林整備課
・道路橋りょう事業費 ５,７６８,６０９ 道路課
・ダム管理費 １,６８６,９０９ 河川課
・河川改良費 ９９３,９９０ 河川課
・新・災害に強い川づくり緊急対策費 ６,５９２,７７０ 河川課
・ダム建設費 １,６６０,０００ 河川課
・海岸事業費 ７１,４００ 河川課
・砂防事業費 ３,８７６,０００ 防災砂防課
・港湾事業費 ４７１,２４０ 港湾課
・街路事業費 ３３６,６００ 都市計画課
・都市公園事業費 ５６,９１６ 都市環境課

○防災・減災、国土強靱化対策費（企業会計）３２８,４００水道経営課
流域下水道事業の管渠改築工事等

○倉庫事業者エネルギー価格高騰対策費２１５,０００商工金融課
倉庫事業者に対する光熱費のかかり増し経費への助成

○中小企業等特別高圧電気料金支援費１４０,０００中小企業支援室
特別高圧で受電する中小企業等に対する電気料金のかかり増し経費への助成

○補助金交付業務一括委託費３３,０００行政経営企画課

労働者派遣契約による補助金交付業務の一括委託

○中小企業等再起支援費５００,０００中小企業支援室

エネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等の販路開拓等への助成

○担い手確保・経営強化支援費２００,０００農業振興課

経営転換・発展を図る担い手に対する農業用機械等導入への助成

○農地整備費３,８６０,８１９農村整備課
土地利用型農業の生産性向上に向けた大区画ほ場整備等の推進

○漁港施設機能増進費７２,２０３ 水産業基盤整備課

気仙沼漁港における物揚場設備の整備

○林業・木材産業国際競争力強化対策費２３０,６８８
林業振興課、森林整備課

木材加工流通施設等整備への助成、原木供給の低コスト化のための間伐の推進

Ⅲ 主な事業

県内経済の成長２

県民の安心・安全の確保３

単位：千円、（ ）：既決予算額
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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１ 予算議案（2件）

番号 名称

178 令和６年度宮城県一般会計補正予算

179 令和６年度宮城県流域下水道事業会計補正予算

Ⅴ 提出予定議案一覧
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